
 

 

「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」（平成１１年７月３０日

法律第１１７号、その後の改正を含む。以下「ＰＦＩ法」という。）第５条第３項の規定により、

東京大学（駒場Ⅰ）図書館（Ⅱ期）整備等事業（以下「本事業」という。）に関する実施方針に

ついて公表する。 

 

 

令和５年６月３０日 

 

 

国立大学法人東京大学総長 藤井 輝夫 

 

 

 

国立大学法人東京大学（以下「大学」という。）は、本事業について、民間の資金、経営能力

及び技術能力の活用により、財政資金の効率的かつ効果的な施設整備等を推進するため、ＰＦＩ

法に基づく事業（以下「ＰＦＩ事業」という。）として実施することを予定している。 

 

この実施に関する方針は、ＰＦＩ法に基づく特定事業の選定及び特定事業を実施する民間事業

者（以下「選定事業者」という。）の選定を行うに当たって、「民間資金等の活用による公共施

設等の整備等に関する事業の実施に関する基本方針」（平成３０年１０月２３日閣議決定。以下

「基本方針」という。）、「ＰＦＩ事業実施プロセスに関するガイドライン」（令和５年６月２

日改正）等に則り、本事業の実施に関する方針（以下「実施方針」という。）として定め、ここ

に公表するものである。 
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第１章 特定事業の選定に関する事項 

１ 事業内容に関する事項 

（１）事業名称 

東京大学（駒場Ⅰ）図書館（Ⅱ期）整備等事業 

（２）事業に供される公共施設の種類 

教育・研究施設（大学図書館） 

（３）公共施設等の管理者等の名称 

国立大学法人東京大学総長 藤井 輝夫 

（４）事業目的 

駒場図書館・総合文化研究科図書館（以下、「駒場図書館」という。）は、大学が本郷

・駒場・柏の各キャンパスに置く拠点図書館のひとつとして全学の学習図書館機能を担う

とともに、総合文化研究科・教養学部の研究図書館機能も兼ね備えた図書館である。 

この駒場図書館における配架スペースの不足、全学的な総合的教育改革への対応の要請、

社会と大学との接点としての図書館機能充実の必要を背景として、大学は、その理念・基

本方針たる「UTokyo Compass」に沿う機能強化を実現するため、既存の駒場図書館（以下、

「図書館（Ⅰ期）」という。）に新たな図書館部分を増築（以下、増築部分を「図書館

（Ⅱ期）」といい、完成後の両施設を合わせて「本施設」という。）することとした。 

今回の増築の目的は、第一に、ラーニング・コモンズの新設等を通じて、多様な思考力

の交差点として「学知のハブ」を形成する、第二に、従来の大規模の聴衆を対象とした講

演型のホール・イベントではなく、小規模の対話型のスタジオ・イベント（人文・社会・

自然科学の諸分野のプレゼンテーション（研究発表）、対談、パネル・ディスカッション

など）を対面聴衆とオンライン視聴者の双方に提供できる多目的スペースを新設するなど

して、たえず変化する社会の課題に向き合う「持続可能な知の発展」を図る、そして第三

に、キャンパス内の学術資料の集約などにより学術情報基盤の学際統合を実現することに

ある。また、学術資料の集約は、各建物に有効スペースを生み出し活用する余地を与える

ことになる。 

本事業は、ＰＦＩの導入により、財政負担の縮減並びに民間資金、経営能力及び技術的

能力の活用を図るため、ＰＦＩ法に基づき、本施設の設計・建設・維持管理を効率的かつ

効果的に行うことを目的として実施するものである。 

（５）事業の範囲 

本事業は、ＰＦＩ法に基づき、選定事業者が図書館（Ⅱ期）を設計・建設し、本施設の

維持管理を遂行することを、本事業の業務範囲とする。選定事業者が遂行する事業の範囲

を越える本施設の運営及び本施設内で行われる教育・研究に係る業務については、大学が

行う。 

本事業において、選定事業者が行う主な事業の範囲は、以下のとおりとする。なお、具

体的な事業の範囲等は、要求水準書において提示する。 
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１） 施設整備業務 

① 図書館（Ⅱ期）の施設整備に係る事前調査及び各種申請業務（地質調査、埋蔵文化

財調査、電波障害調査、周辺環境調査、土壌汚染調査及びこれらの対策業務を含む）

及びその関連業務 

② 図書館（Ⅱ期）の施設整備に係る設計業務及びその関連業務 

③ 図書館（Ⅱ期）の施設整備に係る建設工事（図書館（Ⅰ期）との接続工事及び既存

遡及改修工事を含む）及びその関連業務 

④ 図書館（Ⅱ期）の建設に係る工事監理業務 

※ なお、具体的な設計条件等は、要求水準書において提示する。 

２） 維持管理業務 

① 本施設の建物保守管理業務（点検・保守） 

② 本施設の建築設備保守管理業務（点検・保守） 

③ 本施設の定期清掃業務（ガラスの清掃を含む） 

④ 図書館（Ⅱ期）の修繕業務（図書館（Ⅰ期）との接続工事及び既存遡及改修工事の

対象部分を含む） 

３） 付帯事業 

① 付帯事業に係る特殊内装工事及び設備・備品等の設置 

② 付帯事業に係る特殊内装部分及び設備・備品等の維持管理 

③ 付帯事業に係る運営 

※ 上記に係る費用は、選定事業者の独立採算とする。 

※ 付帯事業の実施に伴う光熱水費は選定事業者の負担とする。 

４） 本事業の範囲外の業務 

・図書館（Ⅱ期）内に設置する書架等の什器・備品類の調達及び設置業務 

・図書館（Ⅰ期）修繕業務 

・本施設の建築設備運転・監視業務 

・本施設の日常清掃業務 

・本施設の運営業務 

維持管理業務にかかる光熱水費は大学が負担する予定である。また、本施設の大規

模修繕（本事業における大規模修繕とは、大学が自らの事由により別途発注する大規

模な修繕をいう。）については、本事業の事業期間中の実施は予定していない。 

 

（６）選定事業者の収入 

大学の選定事業者に対する支払いは、選定事業者が実施する施設整備に係る対価と維持

管理業務のサービスに係る対価からなる。 

施設整備に係る対価について、大学は、図書館（Ⅱ期）の引渡し後、本施設の維持管理

業務開始から事業期間中に、選定事業者に対し、事業契約に定める額を割賦金として支払



 

３ 

 

う予定である。なお、施設整備に係る対価の一部については、施設整備期間中に一時金等

として支払う形態も想定している。 

また、維持管理業務のサービスに係る対価について、大学は、本施設の維持管理業務開

始から事業期間中に、選定事業者に対し、事業契約に定める額を支払う。 

なお、付帯事業については、選定事業者は、大学と付帯事業の実施に必要なスペースに

ついての利用許諾契約を締結し、付帯事業をするものとする。選定事業者が大学に対して

利用許諾契約に基づく負担金を支払い、選定事業者は付帯事業の利用者から料金等（収入）

を収受して事業を実施する形態を想定している。 

具体的な支払方法等は、入札説明書及び事業契約書（案）において提示する。 

（７）事業方式 

本事業は、ＰＦＩ法に基づき実施するものとし、選定事業者は図書館（Ⅱ期）の工事等

（設計・建設）を実施した後、大学に当該施設の所有権を引渡し、事業期間中に係る本施

設の維持管理、付帯事業を実施するものとする。 

（８）事業期間 

本事業の事業期間は、事業契約締結の日から令和２１年３月までとする。 

（９）事業スケジュール（予定） 

日  程 内  容 

令和６年 ３月 選定事業者との事業契約締結 

令和６年 ４月～令和９年３月 施設整備業務（設計・建設等）の期間 

令和９年 ３月 図書館（Ⅱ期）の引渡し 

令和９年 ４月 本施設の維持管理業務開始 

令和９年 ４月～令和２１年 ３月 維持管理業務、付帯事業の期間 

令和２１年 ３月 事業契約の終了 

 

（１０）事業に必要と想定される根拠法令等 

選定事業者は、本事業の実施に当たり必要とされるＰＦＩ法、国立大学法人法、建築基

準法をはじめとする関係法令（関連する施行令、施行規則、条例等を含む。）等を遵守す

る。 

（１１）事業期間終了時の措置 

選定事業者は、事業期間の終了時に、本施設を入札説明書等において提示する良好な状

態で大学に引き継ぐこと。 

 

２ 特定事業の選定方法等に関する事項 



 

４ 

 

（１）選定方法 

本事業について、かかる業務の質が担保され、かつ施設利用者等に対するサービスの向

上が図られることを前提としたうえで、大学が従来型の手法により自ら実施した場合に比

べて、ＰＦＩ事業により実施することが財政資金の効率的かつ効果的な活用が図られるこ

とが見込まれる場合に限り、本事業をＰＦＩ法第７条に基づき特定事業として選定する。 

（２）選定基準・手順 

以下の手順により客観的評価を行い、評価の結果を公表する。 

１）コスト算出による定量的評価 

２）選定事業者に移転されるリスクの検討 

３）ＰＦＩ事業として実施することの定性的評価 

４）以上１）～３）を見込んだＶＦＭの検討による総合的評価 

（３）選定結果の公表方法 

前項の規定に基づき本事業を特定事業と選定した場合には、ＶＦＭ評価を明らかにした

うえで、大学のホームページにおいて公表する。 

なお、特定事業の選定を行わないものとした場合にあっても、同様に公表する。 
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第２章 民間事業者の募集及び選定に関する事項 

１ 民間事業者の募集及び選定の方法 

民間事業者の募集及び選定の方法は、競争性の担保及び透明性の確保に配慮したうえで、

総合評価方式一般競争入札（予定）を採用するものとする。なお、本事業は平成６年４月

１５日にマラケシュで作成された政府調達に関する協定（ＷＴＯ政府調達協定）及び平成

２４年３月３０日ジュネーブで作成された政府調達に関する協定を改正する議定書によっ

て改正された協定の対象であり、「国立大学法人東京大学会計規程及び関連する規程等」

（平成１６年４月１日）、「国の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令」

（昭和５５年１１月１８日政令第３００号）等に基づいて実施する。 

２ 民間事業者の募集及び選定の手順及びスケジュール（予定） 

民間事業者の募集及び選定に当たっての手順及びスケジュールは、以下のとおりである。 

日  程 内  容 

（令和５年） 

６月３０日（金） 
実施方針の公表及び要求水準書（案）の公表 

７月２１日（金） 
実施方針及び要求水準書（案）に関する質問・意見

の受付締切 

８月２５日（金） 
実施方針及び要求水準書（案）に関する質問回答・

意見の公表 

９月中旬頃 特定事業の選定・公表 

９月中旬頃 入札公告、入札説明書等の公表 

９月下旬頃 入札説明書等に関する質問の受付（第一回） 

１０月頃 参加表明書、競争参加資格確認申請書の受付 

１０月頃 入札説明書等に関する質問回答の公表（第一回） 

１０月頃 競争参加資格確認審査の結果の通知 

１０月頃 競争参加資格がないと認めた理由説明請求の受付 

１０月頃 競争参加資格がないと認めた理由の回答 

１０月頃 入札説明書等に関する説明会・現地見学会 

１１月頃 入札説明書等に関する質問の受付（第二回） 

１１月頃 入札説明書等に関する質問回答の公表（第二回） 

１２月頃 入札書及び提案書の受付並びに入札書の開札 

２月頃 落札者の選定・決定・公表 

２月頃 落札者との基本協定書の締結 

３月頃 選定事業者との事業契約書の締結 
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３ 民間事業者の募集及び選定の手続等 

（１）実施方針及び要求水準書（案）に関する質問・意見の受付、質問回答・意見の公表 

大学は、実施方針及び要求水準書（案）に記載の内容に関して、質問・意見の受付並び

に質問回答・意見の公表を以下の要領で行う。 

１） 受付期間 

令和５年６月３０日（金）～７月２１日（金）１７時まで 

２） 提出方法 

実施方針及び要求水準書（案）に関して質問・意見がある場合は、その内容を簡潔

にまとめ、「様式１ 実施方針及び要求水準書（案）に関する質問書」、「様式２ 実

施方針及び要求水準書（案）に関する意見書」に記入のうえ、電子メールでのファイ

ル添付にて提出のこと。ファイル形式は、Microsoft Excel（拡張子「xlsx」に限る。）

とし、記入方法の詳細は「様式１」、「様式２」による。電話及びＦＡＸによる直接

の質問は受け付けない。 

①宛先 ： 国立大学法人東京大学施設部施設企画課事業企画・地域連携チーム 

②電子メールアドレス ： todai-pfi.adm@gs.mail.u-tokyo.ac.jp 

③質問回答方法 

令和５年８月２５日（金）までに、大学のホームページにおいて質問回答・意見を

公表する。 

④ヒアリング 

大学が必要と判断した意見等については、当該意見等を提出した民間事業者等を対

象として、直接ヒアリングを行うことがある。 

（２）実施方針等の変更 

大学は、実施方針及び要求水準書（案）に関する民間事業者等からの質問及び意見等を

踏まえ、特定事業の選定までに、実施方針及び要求水準書（案）の内容を見直し、実施方

針等の変更を行うことがある。 

なお、当該実施方針等の変更内容が重要事項にまで及ぶ場合には、速やかに、実施方針

等（変更）を大学のホームページにおいて公表する。 

（３）特定事業の選定 

大学は、実施方針及び要求水準書（案）に関する民間事業者等からの質問及び意見等を

踏まえ、本事業がＰＦＩ事業として実施すべき事業か否かを評価し、ＰＦＩ事業として実

施することが適切であると判断した場合には、本事業を特定事業として選定し、その結果

を大学のホームページにおいて公表する。 

（４）入札公告及び入札説明書等の公表及び説明会（現地見学会を含む） 

大学は、本事業を特定事業として選定した場合には、本事業の入札公告を官報等に掲載

するとともに、実施方針及び要求水準書（案）に関する民間事業者等からの質問及び意見

mailto:todai-pfi.adm@gs.mail.u-tokyo.ac.jp
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等を踏まえ、入札説明書等（入札説明書、様式集、要求水準書、落札者決定基準、基本協

定書（案）、事業契約書（案）等）を公表する。入札説明書等の内容に関して、入札説明

書等の説明会（現地見学会を含む）を行う。なお、具体的な日程等は、入札説明書等にお

いて提示する。 

（５）入札説明書等に関する質問の受付、入札説明書等に関する質問回答の公表 

大学は、入札説明書等の内容に関して、質問を受付、質問回答の公表を行う。なお、具

体的な日程等は、入札説明書等において提示する。 

（６）参加表明書及び競争参加資格確認申請書の受付、競争参加資格確認審査の結果の通知 

大学は、本事業に応募を予定する民間事業者に対して、参加表明書及び競争参加資格確

認申請書の提出を求めるものとする。競争参加資格確認審査の結果は、当該書類に関する

申請者に通知する。なお、参加表明書及び競争参加資格確認申請書の提出方法・時期、必

要書類の詳細等は、入札説明書等において提示する。 

（７）提案書の受付 

大学は、競争参加資格確認審査の通過者（以下「入札参加者」という。）に対し、入札

説明書等に基づき本事業に関する提案内容を記載した提案書の提出を求める。なお、提案

書の提出方法・時期、必要書類の詳細等は、入札説明書等において提示する。 

（８）落札者の選定・決定及び公表 

大学は、提案書の審査により落札者を選定・決定し、入札参加者に通知するとともに、

大学のホームページにおいて公表する。 

（９）落札者との基本協定の締結 

大学は、選定事業者との事業契約書の締結に先立って、事業に係る基本協定書を落札者

と締結する。 

（１０）選定事業者との事業契約の締結 

大学は、落札者により組成された選定事業者と事業契約書を締結する。 

 

４ 入札参加者が備えるべき要件等 

（１）入札参加者の構成等 

１） 入札参加者は、単独企業（以下「入札参加企業」という。）又は複数の企業によ

って構成されるグループ（以下「入札参加グループ」という。）とする。なお、入

札参加グループを構成する企業（以下「入札参加グループの構成員」という。）の

中から応募手続を代表して行う企業（以下「代表企業」という。）を定めるものと

する。 

２） 入札参加グループは応募に当たり、入札参加グループの構成員のそれぞれが本事

業の遂行上果たす役割を参加表明書及び競争参加資格確認申請書の提出時において

明らかにすること。 

３） 入札参加者は、入札参加企業又は入札参加グループの構成員以外の者で、事業開
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始後、選定事業者から直接業務を受託し、又は請け負うことを予定している者（以

下「協力会社」という。）についても、参加表明書及び競争参加資格確認申請書の

提出時において協力会社として明らかにすること。 

４） 入札参加者及び協力会社には、設計に当たる者、建設に当たる者、工事監理に当

たる者、維持管理に当たる者、付帯事業に当たる者（ただし、「付帯事業に当たる

者」とは付帯事業を主体的に管理する者を言い、主たる業務以外を第三者が管理・

運営することは妨げない）が必ず含まれていること。 

（２）入札参加者及び協力会社の参加要件 

入札参加者及び協力会社のいずれも、以下の要件を満たすこと。 

１） 「国立大学法人東京大学契約事務取扱規程」（平成１６年４月１日）第２条及び

第３条の規定に該当しない者であり、かつ同規則第４条に規定する資格を有する者

であること。 

２） 「会社更生法」（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てを

していない者、「民事再生法」（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開

始の申立てをしていない者、「会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」

（平成１７年法律第８７号）により、なお従前の例によることとされる会社の整理

に関する事件に係る同法による改正前の商法（明治３２年法律第４８号）第３８１

条第１項の規定による会社の整理開始の申立てがなされていない者又は整理開始を

命ぜられていない者、又は「破産法」（平成１６年法律第７５号）に基づき破産手

続き開始の申立てがなされていない者であること。なお、「会社更生法」に基づき

更生手続開始の申立てをした者、「民事再生法」に基づき再生手続開始の申立てを

した者又は「会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」に基づき会社の

整理開始の申立てをした者又は整理開始を命ぜられた者にあっては、手続開始の決

定がなされた後に文部科学省の審査を受けた一般競争参加資格の再認定を受けてい

る者であること。 

３） 参加表明書及び競争参加資格確認申請書の提出期限の日から入札書の開札が終了

するまでの期間に、文部科学省又は大学から「建設工事の請負契約に係る指名停止

等の措置要領について」（平成１８年１月２０日付け１７文科施第３４５号文教施

設企画部長通知）に基づく指名停止措置に基づく取引停止措置を受けていないこと。 

４） 大学が本事業について、アドバイザリー業務を委託したPwCアドバイザリー合同会

社並びにPwCアドバイザリー合同会社が本アドバイザリー業務において提携関係に

ある株式会社 安井建築設計事務所又はこれらの者と資本関係若しくは人的関係に

おいて関連がある者でないこと。「資本関係若しくは人的関係において関連がある

者」とは、次の規定に該当する者をいう。以下同じ。 

①資本関係 

次のいずれかに該当する二者の場合。ただし、子会社又は子会社の一方が更生会
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社又は再生手続が存続中の会社である場合は除く。 

ａ 親会社と子会社の関係にある場合 

ｂ 親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合 

②人的関係 

次のいずれかに該当する二者の場合。ただし、下記ｂについては、会社の一方が

更生会社又は再生手続が存続中の会社である場合は除く。 

ａ 一方の会社の役員が、他方の会社の役員を現に兼ねている場合 

ｂ 一方の会社の役員が、他方の会社の管財人を現に兼ねている場合 

③その他入札の適正さが阻害されると認められる場合 

その他上記①又は②と同視しうる資本関係若しくは人的関係があると認められる

場合 

５） 「東京大学キャンパス計画室ＰＦＩ事業検討部会」の委員から構成される「東京

大学（駒場Ⅰ）図書館（Ⅱ期）整備等事業審査委員会」（以下「審査会」という。）

の委員が属する企業又はその企業と資本関係若しくは人的関係において関連がある

者でないこと。 

６） 最近１年間の国税（法人税、消費税）を滞納していない者。 

７） 入札参加者及び協力会社のいずれかが、他の入札参加者又は協力会社となってい

ないこと。また、入札参加者及び協力会社のいずれかと資本関係若しくは人的関係

において関連がある者が他の入札参加者及び協力会社になっていないこと。 

（３）入札参加者及び協力会社の資格等要件 

入札参加者及び協力会社のうち設計、建設、工事監理、維持管理業務の各業務に当たる

者は、それぞれ以下の要件を満たすこと。 

なお、複数の要件を満たす者は当該複数の業務を実施することができるものとし、また、

同一業務を複数の者で実施する場合には当該複数のすべての者が要件のすべてを満たすこ

と。 

ただし、建設と工事監理については、これを兼務することはできないものとする。また、

資本関係若しくは人的関係において関連がある場合も同様とする。 

１） 設計に当たる者は、以下の要件を満たすこと。 

① 文部科学省又は大学において令和５・６年度設計・コンサルティング業務に係る一

般競争（指名競争）参加資格の認定を受けていること。 

② 経営状況が健全であること。なお、「健全であること」とは、手形交換所による取

引停止処分及び主要取引先から取引停止を受けていない者並びに経営状態が著しく不

健全でない者を指す。 

③ 不正又は不誠実な行為がないこと。 

④ 「建築士法」（昭和２５年５月２４日法律第２０２号）第２３条の規定に基づく一

級建築士事務所の登録を行っていること。 



 

１０ 

 

⑤ 平成２０年度以降に担当者（相当程度の責任をもって業務に従事した者）として、

下記ａ・ｂに示す各担当業務に従事し当該業務が完了した設計の実績を有する管理技

術者（※１）及び主任担当技術者（※２、建築分野・構造分野・電気分野・機械分野）

を専任で配置できること（※３）。なお、同じ技術者が複数の役割及び分野を担当す

ることを妨げるものではない。海外の実績についても条件を満たしていれば実績とし

て認めるものとする。また、記載を求める管理技術者及び各主任担当技術者は、原則

としてそれぞれ１名であること。ただし、参加表明書及び競争参加資格確認申請書の

提出時点において、管理技術者及び各主任担当技術者を決定できないことにより複数

名の候補者をもって競争参加資格確認申請書を提出することは差し支えないが、いず

れの候補者についても下記に示す設計の実績を有していなければならない。 

※１「管理技術者」とは、「国立大学法人東京大学設計業務委託契約要項」第１４条の

定義による。 

※２「主任担当技術者」とは、管理技術者の下で各担当業務における担当技術者を総括

する役割を担う者をいう。 

※３「管理技術者」及び「主任担当技術者」について、建築分野を担当する者は一級建

築士とし、構造分野を担当する者は構造設計一級建築士とする。また、電気分野・機

械分野を担当する者は設備設計一級建築士とする。 

ａ 建物用途（下記のいずれかの用途のもの） 

図書館、博物館、大学校舎、研究施設 

ｂ 建物規模 

鉄骨造、鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄筋コンクリート造、地上３階地下１階建

以上かつ延べ面積３，５００㎡以上（主任担当技術者にあっては、建築分野・構造

分野・電気分野・機械分野の各担当業務） 

２） 建設に当たる者は、以下の要件を満たすこと。 

① 文部科学省において建築一式工事及び建築一式工事以外の一般競争参加者の資格を

有し、各担当工事において「一般競争参加者の資格」（平成１３年１月６日文部科学

大臣決定）第１章第４条で定めるところにより算定した令和５年度の点数（一般競争

（指名競争）参加資格認定通知書の記２の点数）が以下の点数以上であること。なお、

複数の要件を満たす者は当該複数の工事を実施することができるものとし、また、同

一工事を複数の者で実施する場合には当該複数のすべての者が要件のすべてを満たす

こと。 

ａ 建築一式工事  １，２００点（ただし、建築一式工事にあたるものが複数あ

る場合は、うち１社が満たせばよいこととし、その他の者は１,０５０点とする） 

ｂ 電気工事      １，１００点 

ｃ 管工事       １，１００点 

② 提案内容に対応する「建設業法」（昭和２４年５月２４日法律第１００号）の許可
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業種につき許可を有しての営業年数が５年以上ある者であること。ただし、相当の施

工実績を有し、確実かつ円滑な共同施工が確保できると認められる場合においては、

許可を有しての営業年数が５年未満であっても同等として取扱うことができるものと

する。 

③ 平成２０年度以降に元請として、下記ａ・ｂに示す各担当工事を実施し完成・引渡

しが完了した施工の実績を有すること（建築一式工事における実績を含む。共同企業

体の構成員としての実績は、出資比率が２０％以上の場合のものに限る。）。なお、

同一工事を複数の者で実施する場合には当該複数のすべての者が要件のすべてを満た

すこと。 

ａ 建物用途（下記のいずれかの用途のもの） 

図書館、博物館、大学校舎、研究施設 

ｂ 建物規模 

鉄骨造、鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄筋コンクリート造、地上３階地下１階建

以上かつ延べ面積３，５００㎡以上（建築一式工事・電気工事・管工事の各担当工

事） 

④ 以下に示す基準を満たす監理技術者又は主任技術者を当該工事に専任で配置できる

こと。なお、記載を求める監理技術者又は主任技術者は、原則としてそれぞれ１名で

あること。ただし、参加表明書及び競争参加資格確認申請書の提出時点において、監

理技術者又は主任技術者を決定できないことにより複数名の候補者をもって競争参加

資格確認申請書を提出することは差し支えないが、いずれの候補者についても下記に

示す施工の経験を有していなければならない。 

ａ 建築一式工事 

ⅰ 建設業法で求める主任技術者又は監理技術者の資格を有する者であること。 

ⅱ 平成２０年度以降に元請として、第２章４（３）２）③のａ・ｂに示す基準を

満たす新営工事の各担当工事に従事し完成・引渡しが完了した施工の経験を有

する者であること。（共同企業体の構成員としての実績は、出資比率が２０％

以上の場合のものに限る。） 

ｂ 電気工事 

ⅰ 建設業法で求める主任技術者又は監理技術者の資格を有する者であること。 

ⅱ 平成２０年度以降に元請として、第２章４（３）２）③のａ・ｂに示す基準を

満たす電気工事の新設工事に従事し完成・引渡しが完了した施工の経験を有す

る者であること。（共同企業体の構成員としての実績は、出資比率が２０％以

上の場合のものに限る。） 

ⅲ 監理技術者にあっては、上記建築一式工事と同じ。 

ｃ 管工事 

ⅰ 建設業法で求める主任技術者又は監理技術者の資格を有する者であること。 
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ⅱ 平成２０年度以降に元請として、第２章４（３）２）③のａ・ｂに示す基準を

満たす管工事の新設工事に従事し完成・引渡しが完了した施工の経験を有する

者であること。（共同企業体の構成員としての実績は、出資比率が２０％以上

の場合のものに限る。） 

ⅲ 監理技術者にあっては、上記建築一式工事と同じ。 

３） 工事監理に当たる者（「建築基準法」（昭和２５年５月２４日法律第２０１号）

第５条の４第２項の規定に基づき設置するものとする。）は、以下の要件を満たすこと。 

① 第２章４（３）１）①に同じ。 

② 第２章４（３）１）②に同じ。 

③ 第２章４（３）１）③に同じ。 

④ 第２章４（３）１）④に同じ。 

⑤ 平成２０年度以降に担当者（相当程度の責任をもって業務に従事した者）とし

て、第２章４（３）１）⑤のａ・ｂに示す各担当業務に従事し当該業務が完了し

た工事監理の実績を有する者（建築分野・電気分野・機械分野）を専任で配置で

きること。 

４） 維持管理に当たる者は、以下の要件を満たすこと。 

① 文部科学省競争参加資格（全省庁統一資格）又は大学において令和５年度に関

東・甲信越地域の「役務の提供等」のＡ、Ｂ又はＣの等級に格付けされている者

であること。 

② 平成２０年度以降に元請として、下記ａ・ｂに示す維持管理業務を実施した維

持管理の実績を有すること（共同企業体の構成員としての実績は、出資比率が２

０％以上の場合のものに限る。）。 

ａ 建物用途（下記のいずれかの用途のもの） 

図書館、博物館、大学校舎、研究施設 

ｂ 建物規模 

延べ面積８，０００㎡以上 

５） なお、付帯事業に当たる者の資格等要件は問わない。 

（４）競争参加資格確認基準日 

競争参加資格確認の基準日は、参加表明書及び競争参加資格確認申請書の提出期限の日

とする。 

（５）入札参加グループの構成員及び協力会社の変更等 

１） 競争参加資格の確認後は、入札参加グループの構成員及び協力会社の変更は、原

則として認めない。ただし、やむを得ない事情（合併、倒産等）が生じ、入札参加

グループの構成員及び協力会社を、提案書の提出期限の日までに変更（構成員及び

協力会社の削除及び追加又は予定業務の変更を含む。）しようとする者にあっては、

大学と事前協議を行い、大学の承諾を得るとともに、変更後において前記（１）か
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ら（３）に示す競争参加資格を満たすことが確認できる場合に限り、入札参加グル

ープの構成員及び協力会社の変更をすることができる。なお、この場合においては、

速やかに、入札参加グループの構成員及び協力会社の変更届を大学に提出すること。 

２） 競争参加資格の確認の特例 

① 競争参加資格があると確認された入札参加グループのうち、入札書の開札が終了す

るまでの期間において前記（１）から（３）に示す競争参加資格を満たさない構成員

及び協力会社（以下「欠格構成員等」という。）を含む入札参加グループは、提案書

の提出期限の日までであれば、参加表明書及び競争参加資格確認申請書を取り下げる

ことができる。 

② 上記①の取り下げを行った入札参加グループの欠格構成員等を除く残余の構成員及

び協力会社は、提案書の提出期限の日までであれば、入札公告に定める期限にかかわ

らず、当該欠格構成員等に代わる構成員及び協力会社を補充したうえで、入札参加グ

ループとしての競争参加資格の確認の申請を行うことができる。 

③ 上記②にかかわらず、上記①の取り下げを行った入札参加グループの欠格構成員等

を除く残余の構成員及び協力会社は、提案書の提出期限の日までであれば、入札公告

に定める期限にかかわらず、当該欠格構成員等に代わる構成員及び協力会社を補充せ

ず、入札参加グループとしての競争参加資格の確認の申請を行うことができる。 

④ 上記②及び③の申請は、構成員及び協力会社の一部が指名停止を受けたこと以外の

理由により申請を行った場合には、これを却下する。 

⑤ 上記①から③までの取り下げ及び確認の申請があることをもって、入札公告に定め

る入札及び開札の日時を変更することは行わない。 

（６）特別目的会社の設立等 

入札参加者は、本事業に係る入札の結果、落札者として選定・決定された場合には、本

事業を実施する株式会社として特別目的会社を設立する。なお、入札参加企業又は入札参

加グループの構成員は、当該会社に対して出資するものとする。また、その出資比率の合

計は、全体の５０％を超えるものとし、かつ、構成員以外の株主の議決権保有割合が出資

者中最大とならないこと。 

すべての出資者は、事業契約が終了するまで特別目的会社の株式を保有するものとし、

大学の事前の書面による承諾がある場合を除き、譲渡、担保権等の設定その他の一切の処

分を行ってはならない。 

 

５ 提案書の審査及び落札者の選定に関する事項 

（１）提案書の審査に関する基本的な考え方 

１） 提案書の審査は、「東京大学キャンパス計画室ＰＦＩ事業検討部会」の委員から

構成される審査会で行うものとし、審査会のメンバー及び審査会で定める落札者決

定基準は、入札説明書等において提示する。 
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２） 審査会において、提案書を内容とする価格以外の要素と価格を総合的に審査し、

総合評価落札方式により落札者を選定する。 

（２）審査手順に関する事項 

審査は、以下の手順により行うものとする。 

１） 競争参加資格確認審査 

① 入札参加者の構成等の適格審査 

② 入札参加者及び協力会社の参加要件の適格審査 

③ 入札参加者及び協力会社の資格等要件の適格審査 

２） 提案内容審査 

① 入札金額の適格審査 

② 基礎項目の適格審査 

③ 加点項目の審査 

④ 基礎項目の適格審査、加点項目の審査及び入札金額から、総合評価値を求めて落札

者を選定する。 

 

６ 審査結果及び評価の公表方法 

審査の結果及び評価は、大学のホームページにおいて公表する。 

 

７ 民間事業者を選定しない場合 

民間事業者の募集、評価及び選定に係る過程において、入札参加者がいない、あるいは、

いずれの入札参加者も財政負担の縮減等の達成が見込めない等の理由により、本事業をＰ

ＦＩ事業として実施することが適当でないと判断された場合には、民間事業者を選定せず、

特定事業の選定を取り消す。 

特定事業の選定を取り消す場合には、この旨を速やかに公表する。 

 

８ 提案書の取扱い 

（１）著作権 

提案書の著作権は、入札参加者に帰属する。 

ただし、本事業において公表及びその他大学が必要と認める場合には、大学は提案書の

全部又は一部を使用できるものとする。 

また、契約に至らなかった入札参加者の提案書については、ＰＦＩ法第１１条に基づく

客観的評価の公表（審査講評の公表）以外には当該入札参加者に無断で使用しない。 

なお、提出を受けた書類等は返却しない。 

（２）特許権等 

提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権等の日本国の法令に基づいて

保護される第三者の権利の対象となっている事業手法、工事材料、施工方法、維持管理方
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法等を使用した結果生じた責任は、原則として提案を行った入札参加者が負う。 
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第３章 選定事業者の責任の明確化等事業の適正かつ確実な実施の確保に関する事

項 

１ 予測される責任及びリスクの分類と官民間での分担 

（１）責任分担の考え方 

本事業における責任分担の考え方は、適正にリスクを分担することにより、より低廉で

質の高いサービスの提供を目指すものであり、選定事業者が担当する業務については、選

定事業者が責任をもって遂行し、業務に伴い発生するリスクについては、原則として選定

事業者が負うものとする。ただし、大学が責任を負うべき合理的な理由がある事項につい

ては、大学が責任を負うものとする。 

（２）予測されるリスクと責任分担 

大学と選定事業者の責任分担は、原則として「添付資料２ リスク分担表（案）」による

ものとし、意見招請等の結果を踏まえ、必要な事項については、入札説明書等において提

示する。 

 

２ 提供されるサービス水準 

本事業において実施する業務の要求性能及びサービス水準等は、要求水準書において提

示する。 

 

３ 選定事業者の責任の履行に関する事項 

選定事業者は、事業契約書（案）に基づき作成された事業契約書に従い、誠意をもって

責任を履行する。 

なお、事業契約書の締結に当たっては、事業契約の履行を確保するために、以下のいず

れかの方法による事業契約の保証を行うことを想定している。 

1) 契約保証金の納付 

2) 国債証券等の提供など契約保証金の納付に代わる措置 

3) 建設期間中（設計業務（事業契約締結後速やかに）から建設工事の完了までの期間）

における履行保証保険契約等による保証措置 

 

４ 大学による事業の実施状況の監視 

（１）モニタリングの実施 

大学は、選定事業者が定められた業務を確実に遂行し、要求水準書に規定した要求水準

及び提案内容（以下「要求水準等」という。）を達成しているか否かなどを確認すべく、

事業の実施状況についてモニタリングを実施する。 

（２）モニタリングの時期 

１） 設計時 

大学は、選定事業者によって行われた設計が、要求水準等に適合するものであるか
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否かについて確認を行う。 

２） 建設（工事施工）時 

選定事業者は、「建築基準法」に規定されている工事監理者を設置し、工事監理を

行い、定期的に大学から工事施工、工事監理の状況の確認を受ける。また、選定事業

者は、大学が要請した場合には、工事施工の事前説明及び事後報告を行うとともに工

事現場での施工状況の確認を受ける。 

３） 建設（工事施工）完成時 

選定事業者は、施工記録を用意して、現場で大学の確認を受ける。この際、大学は、

施設の状態が要求水準等を満たしているか否かについて確認を行う。 

確認の結果、要求水準等を満たしていない場合には、大学は修補等を求めることが

できる。 

４） 維持管理開始後（維持管理段階） 

大学は、維持管理段階について、定期的に業務の実施状況を確認する。 

５） 財務の状況に関するモニタリング 

選定事業者は、毎事業年度、公認会計士による監査を経た財務の状況について、大

学に報告しなければならない。 

６） 事業契約終了時 

大学は、事業期間終了に当たり、本施設の維持管理の状況等について検査する。な

お、その状況が要求水準等に適合しない場合は、修補を求めることがある。 

（３）モニタリングの方法 

モニタリングの具体的な方法については、入札説明書等において提示する。 

（４）モニタリングの費用の負担 

大学が行うモニタリングにかかる費用は、大学の負担とする。 

（５）選定事業者に対する支払額の減額等 

大学は、モニタリングの結果、要求水準等が達成されていないことが判明した場合には、

選定事業者に対して減額ポイントの付与又は減額措置を行う。なお、減額の考え方等は、

入札説明書等において提示する。 
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第４章 立地並びに規模及び配置に関する事項 

１施設の立地条件 

（１）事業計画地 東京都目黒区駒場３丁目８番１号（東京大学駒場Ⅰキャンパス構内） 

（２）敷地面積 駒場Ⅰキャンパス ２５３，１７３．８２㎡のうち約５，３００㎡ 

（３）敷地隣接道路 幅員７.０ｍ（西側道路） 

幅員１８.０ｍ（北側道路） 

（敷地と接している部分の長さ約１０６ｍ） 

（４）地域・区域等 第一種中高層住居専用地域（①） 

第二種住居地域（②） 

近隣商業地域（③） 

第一種低層住居専用地域(④) 

（５）防火地域 準防火地域①・③・④、防火地域② 

（６）その他地域地区 １７ｍ第二種高度地区①、３０ｍ第三種高度地区②、20ｍ第二種高度

地区③、１０m第一種高度地区④ 

（７）建ぺい率 ６０％①と②、８０％③、５０％④ 

（８）容積率 ２００％①、４００％②、３００％③、１００％④ 

（９）その他の規制 ・開発行為：開発面積 500㎡以上で事前協議必要。 

・日影(日照)：３ｈ—２ｈ/測定面４ｍ（GL＋4.0）①、４ｈ－２.５ｈ

/測定面１.５ｍ（GL＋1.5）④・目黒区みどりの条例－緑化計画書 

・目黒区景観条例－計画区域内における行為の届出書 

・目黒区大規模建築物等の建築に係る住環境の整備に関する条例－建

築計画届け出書 

・目黒区雨水流出抑制施設設置に関する指導要綱－総合治水事前協議

書 

 

 

※ その他の立地条件等は、要求水準書において提示する。なお、事業計画地については、

「添付資料１ 事業計画地」を参照のこと。 

 

２ 施設の概要等 

本事業により設置される図書館（Ⅱ期）の規模は、延床面積約７，１６０㎡とし、その

詳細は、要求水準書において提示する。 

（１）図書館（Ⅱ期）の施設計画概要 

＜注意：本案は大学で検討中であり、入札公告までに変更される場合がある。＞ 

建築面積 約１，４８０㎡ 
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延べ面積 約７，１６０㎡ 

階数 地上５階、地下１階 

 

（２）図書館（Ⅰ期）の施設概要 

建築面積 １，７３８．０６㎡ 

延べ面積 ８，６５１．００㎡ 

階数 地上５階、地下１階 

軒高 ２１．５１ｍm 

建物高さ ２５．８９ｍ 

構造 ＲＣ造 

 

（３）土地の取得等に関する事項 

土地は、本事業実施に必要な範囲を選定事業者に無償で貸与する。借地形態は、施設整

備期間にわたる使用貸借権を認めるものとしており、地上権の設定は予定していない。 

 

第５章 事業計画又は事業契約の解釈について疑義が生じた場合の措置に関する事

項 

事業計画又は事業契約書の解釈について疑義が生じた場合には、大学と選定事業者は誠意を

もって協議するものとし、協議が整わない場合には、事業契約書に規定する具体的措置に従

う。 

また、事業契約に関する紛争については、東京地方裁判所を第一審の専属管轄裁判所とす

る。 

 

第６章 事業の継続が困難となった場合の措置に関する事項 

事業の継続が困難となった場合には、以下の措置をとるものとする。 

１ 選定事業者に契約不履行の懸念が生じた場合 

大学は、事業契約書の定めに従い選定事業者に減額ポイントの付与又は減額措置を行い、

修復策の提出・実施を求めることができる。なお、その他の対応方法については、事業契

約書にて規定する。 

 

２ その他の事由により事業の継続が困難となった場合 

事業契約書において定める事由ごとに、責任の所在による修復等の対応方法に従う。 

 

第７章 法制上及び税制上の措置並びに財政上及び金融上の支援等に関する事項 

１ 法制上及び税制上の措置に関する事項 
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（１）現時点では、本事業に関する法制上及び税制上の措置等は想定していない。 

（２）法改正等により、法制上及び税制上の措置等が適用される可能性がある場合には、

大学と選定事業者で協議を行う。 

 

２ その他の支援に関する事項 

その他の支援については、以下のとおりとする。 

（１）選定事業者による事業実施に必要な許認可等に関し、大学は必要に応じて協力を

行う。 

（２）法改正等により、その他の支援が適用される可能性がある場合には、大学と選定

事業者で協議を行う。 

 

第８章 その他特定事業の実施に関し必要な事項 

１ 情報公開及び情報提供 

「行政機関の保有する情報の公開に関する法律」（平成１１年５月１４日法律第４２号）

に基づき情報公開を行う。また、情報提供は、適宜、大学のホームページを通じて行う。 

 

２ 入札に伴う費用負担 

入札参加者の入札にかかる費用については、すべて入札参加者の負担とする。 



 

２１ 

 

（添付資料１）事業計画地 



 

２２ 

 

（添付資料２）リスク分担表（案） 

（共通） 

リスクの種類 No. リスク内容 
負担者 

備考 
大学 事業者 

入札説明書等

リスク 

1 入札説明書等の誤り及び内容の変更

に関するもの 
○  

 

入札リスク 2 応募コストの負担  ○  

資金調達リス

ク 

3 選定事業者の事業の実施に必要な資

金調達に関するもの 
 ○ 

 

契約リスク 4 選定事業者の責めに帰すべき事由に

より、契約が結べない、又は契約手

続に時間を要する場合 
 ○ 

選定事業者が事業契約書を締結し

ない場合は、大学は違約金として

落札金額の１００分の５に相当す

る金額を請求することがある。 

5 国の予算等に関する承認が得られ

ず、選定事業者と契約が結べない、

又は契約手続に時間を要する場合 

○  

 

6 本事業に直接的影響を及ぼす大学に

かかわる政策の変更により、選定事

業者と契約が結べない、又は契約手

続に時間を要する場合 

○  

 

法制度リスク 7 本事業に直接関係する法令の変更に

よる追加費用の負担 

○  

特に本施設及び本施設と類似のサ

ービスを提供する施設の維持管理

その他に関する事項を直接的に規

定することを目的とした法令を指

す。これに該当しない法人税その

他の税制変更及び事業者に対して

一般に適用される法律の変更によ

る追加費用は、大学側の負担には

含まれない（ただし、消費税又は

地方消費税の税率変更による増加

費用は大学側の負担）。 

 

法令変更により、大学が本事業の

継続が困難と判断した場合又は本

契約の履行のために多大な費用を



 

２３ 

 

リスクの種類 No. リスク内容 
負担者 

備考 
大学 事業者 

要すると判断した場合は、契約の

全部または一部を終了できるもの

とする。 

8 上記以外の法令の変更による追加費

用の負担 
 ○ 

 

許認可リスク 9 大学が取得すべき許認可の遅延に関

するもの 
○  

 

10 選定事業者が取得すべき許認可の遅

延に関するもの 
 ○ 

 

第三者賠償リ

スク 

11 事業者の責めに帰すべき事由によ

り、第三者に及ぼした損害 
 ○ 

 

知的財産権侵

害のリスク 

12 成果物又は本施設が第三者の有する

著作権を侵害した場合において、当

該第三者に対して生じた損害の賠償 

 ○ 

 

13 本事業の実施に当たり、特許権等の

工業所有権の対象となっている技術

等の使用に関する一切の責任 
 ○ 

大学が当該技術等の使用を指定し

た場合であって事業者が当該工業

所有権の存在を知らなかったとき

を除く。 

環境問題リス

ク 

14 工事の施工に伴い通常避けることの

できない騒音、振動、地盤沈下、地

下水の断絶等の理由により生じた損

害 

 ○ 

 

要求水準の確

保にかかるリ

スク 

15 要求水準書等に示される仕様又は水

準を満たしていないことによる是正

等のために生じた追加費用、又はサ

ービス対価の減額 

 ○ 

 

不可抗力リス

ク 

16 不可抗力により発生する損害又は追

加費用の負担 

○ △ 

【施設整備に係る各種業務】 

増加費用又は損害について、本件

工事費等（設計費、建設工事費及

び工事監理費の合計額）の１％相

当額までを事業者が負担し、これ

を超えた金額を大学が負担する。 



 

２４ 

 

リスクの種類 No. リスク内容 
負担者 

備考 
大学 事業者 

数次にわたり不可抗力が発生する

場合、施設整備期間の累計額に対

して適用する。 

ただし、保険等によるてん補があ

る場合は、増加費用及び損害から

これを控除して上記を適用する。

なお、本事業の継続に過分の費用

を要する場合は、契約を解除でき

るものとする。 

 

【維持管理業務】 

増加費用又は損害について、当該

年度の維持管理・運営費の１％相

当額までを事業者が負担し、これ

を超えた金額を大学が負担する。 

数次にわたり不可抗力が発生する

場合、１年度間の累計額に対して

適用する。 

ただし、保険等によるてん補があ

る場合は、増加費用及び損害から

これを控除して上記を適用する。

なお、本事業の継続に過分の費用

を要する場合は、契約を解除でき

るものとする。 

 

【共通事項】 

不可抗力の発生により、大学が本

事業の継続が困難と判断した場合

又は本契約の履行のために多大な

費用を要すると判断した場合は、

契約の全部または一部を終了でき

るものとする。 



 

２５ 

 

リスクの種類 No. リスク内容 
負担者 

備考 
大学 事業者 

物価リスク 17 施設整備期間中の物価変動による施

設整備費想定の改定 

○ ○ 

大学又は選定事業者は、施設整備

期間内で契約締結の日から１２ヶ

月を経過した後に日本国内におけ

る物価水準の変動により工事費が

不適当となったと認めたときは、

相手方に対して金額の変更を請求

することができ、提案時の工事費

と当該請求時の工事費との差額の

うち、提案時の工事費の１０００

分の１５を超える額につき、工事

費の変更に応じなければならな

い。 

この他、特別な要因により主要な

工事材料の価格に著しい変動が生

じた場合や、予期することのでき

ない特別の事情により急激なイン

フレーション又はデフレーション

が生じ、工事費が不適当となった

場合は、工事費の変更を請求する

ことができ、その変更が区は双方

協議して定めるものとする。 

18 維持管理業務期間中の物価変動によ

る維持管理費の改定 ○ ○ 

事業期間中の物価変動が一定の条

件を満たす場合について、維持管

理費相当を改定する。 

金利リスク 19 基準金利確定の日までの金利変動に

よる資金調達コストの変動 

○  

提案書類の提出時に使用する基準

金利と、実際の支払いに使用する

基準金利に差が生じた場合、この

差に応じて施設整備費相当を改定

する。 

基準金利確定の日以降の金利変動に

よる資金調達コストの変動 
 ○ 

 

支払い遅延リ

スク 

20 大学の支払いの遅延 ○  大学は事業者に延滞金を支払う 

21 事業者の支払いの遅延  ○ 事業者は大学に延滞金を支払う 



 

２６ 

 

リスクの種類 No. リスク内容 
負担者 

備考 
大学 事業者 

選定企業等に

関するリスク 

22 業務を委託し、又は請け負わせる選

定企業その他の第三者（その使用人

を含む。）の使用に係る責任 
 ○ 

選定企業等の責めに帰す事由は、

事業者の責めに帰す事由とみな

す。また、選定企業等を当事者又

は関係者とする紛争、起訴等に起

因する増加費用又は損害について

は、事業者が負担する。 

 

（施設整備段階） 

リスクの種類 No. リスク内容 
負担者 

備考 
大 学 事業者 

測量・調査リ

スク 

23 大学が実施した測量・調査に関す

るもの 
○  

 

24 選定事業者が実施した測量・調査

に関するもの 
 ○ 

 

事業用地の確

保・管理に関

するリスク 

25 土地の契約不適合に関するリスク 

○  

本施設の完成までに、大学が本事

業の入札手続において提供した本

件土地に関する調査資料から通

常、予見できない本件土地の瑕

疵、埋蔵文化財の発見等に起因し

て設計変更をする必要性が生じた

場合で、当該設計変更に起因する

設計、建設工事、維持管理業務及

び資金調達に係る事業者に生じた

合理的な追加費用の負担、及び引

渡し予定日・供用開始日の変更 

26 事業用地における安全管理及び警

備等に関する責任及び費用の負担 
 ○ 

引渡し前に工事目的物や材料他、

関連工事に関して生じた損害 

設計変更リス

ク 

27 大学の提示条件・指示の不備、変

更に関するもの 
○  

 

28 選定事業者の指示・判断の不備に

よるもの 
 ○ 

 



 

２７ 

 

リスクの種類 No. リスク内容 
負担者 

備考 
大 学 事業者 

工事遅延リス

ク 

29 選定事業者の責めに帰すべき事由

による工事の全部又は一部の一時

中断、工期変更に伴う増加費用の

負担 

 ○ 

 

30 大学の責めに帰すべき事由による

工事の全部又は一部の一時中断、

工期変更に伴う増加追加費用の負

担 

○  

 

引渡し遅延リ

スク 

31 大学の責めに帰すべき事由又は不

可抗力による引渡しの遅延による

増加費用の負担 

○  

 

32 事業者の責めに帰すべき事由によ

る引渡しの遅延による増加費用及

び遅延損害金並びに損害額の負担 

 ○ 

 

工事監理リス

ク 

33 工事監理に関するもの 
 ○ 

 

什器備品の調

達・搬入に関

するリスク 

34 大学が別途発注する什器・備品の

調達・設置 

○  

大学が別途発注する什器・備品の

調達・設置等の作業に対し、事業

者の業務に密接に関連する場合に

おいて、事業者は、必要に応じ

て、当該作業への協力やスケジュ

ールの調整を行う 

近隣調整にか

かるリスク 

35 本件建設工事が近隣の生活環境に

与える影響の調査及び合理的に要

求される範囲の近隣調整の実施に

係る責任及び費用の負担 

 ○ 

 

環境対策リス

ク 

36 事業者が要求水準書に従い実施す

る安全対策及び環境対策、既存環

境の保護に係る費用の負担 

 ○ 

 



 

２８ 

 

リスクの種類 No. リスク内容 
負担者 

備考 
大 学 事業者 

契約不適合リ

スク 

37 契約不適合に係る修補及び履行の

追完並びにこれに要する費用（ま

たは、当該契約不適合が重要なも

のでなく、かつその修補に過分の

費用を要する場合の修補に代わる

損害賠償） 
 ○ 

契約不適合に係る履行の追完及び

損害賠償を請求できる期間は、本

施設の引渡し後２年以内（当該契

約不適合が事業者の故意若しくは

重大な過失により生じた場合、又

は構造耐力上主要な部分若しくは

雨水の浸入を防止する部分につい

て生じた場合（構造耐力又は雨水

の浸入に影響のないものを除

く。）については１０年以内） 

 

（維持管理段階） 

リスクの種類 No. リスク内容 
負担者 

備考 
大 学 事業者 

維持管理業務

の開始遅延リ

スク 

38 対象施設の引渡以降、事業者の責

めに帰すべき事由により、維持管

理業務の全部又は一部が開始され

ない場合の、維持管理費の減額 

 ○ 

 

39 対象施設の引渡以降、法令変更等

又は不可抗力により、維持管理業

務の全部又は一部が開始されない

場合の、維持管理費の減額 

△ ○ 

当該維持管理業務の全部又は一部

に関して事業者が負担を免れない

合理的な費用に相当する金額の負

担については、不可抗力又は法令

変更の規程に従って定める 

要求水準変更

リスク 

40 大学の責めによる事業内容・用途

の変更等に起因する維持管理費の

増大 

○  

 

施設損傷リス

ク 

41 大学及び第三者（図書館利用者を

含む）に起因する事故及び火災等

災害による施設の損傷 

○  

 



 

２９ 

 

リスクの種類 No. リスク内容 
負担者 

備考 
大 学 事業者 

42 選定事業者に起因する事故及び火

災等災害による施設の損傷 
 ○ 

 

43 選定事業者が適切な維持管理業務

を実施しなかったことに起因する

施設の損傷 

 ○ 

 

施設の性能リ

スク 

44 図書館（Ⅰ期）の性能等に起因す

る施設の損傷やそれによる維持管

理費の増大 
〇  

選定事業者が図書館（Ⅱ期）の施

設整備にあわせて実施した図書館

（Ⅰ期）との接続工事及び既存遡

及改修工事の対象部分は除く。 

付帯事業リス

ク 

45 付帯事業に関する一切の責任及び

費用の負担 
 ○ 

 

 

（事業終了段階） 

リスクの種類 No. リスク内容 
負担者 

備考 

大 学 事業者 

施設の性能リ

スク 

46 事業終了時の本施設の引渡し及び

維持管理業務の引継ぎ（入札説明

書等に示す良好な状態のこと） 

 ○ 

 

契約解除リス

ク 

47 事業者の債務不履行による契約解

除 

 ○ 

事業者は大学に違約金を支払う

（解除に起因して大学が被った損

害額が違約金の額を上回るとき

は、その差額を大学の請求に基づ

き、支払わなければならない。） 

48 大学の債務不履行による契約解除 

○  

事業者は、大学に対して、当該終

了により被った損害の賠償を請求

することができる 

49 不可抗力に起因する契約解除 

○ △ 

大学及び事業者は、業務の履行を

終了するために必要な費用を応分

に負担する 



 

３０ 

 

リスクの種類 No. リスク内容 
負担者 

備考 
大 学 事業者 

50 法令変更に起因する契約解除 

○ △ 

大学及び事業者は、業務の履行を

終了するために必要な費用を応分

に負担する 

凡例：リスク負担者：○主分担・△副分担 
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（添付資料３） 付帯事業の実施条件 

１ 付帯事業の実施目的 

国立大学法人東京大学（以下「大学」という。）では、本事業で増築整備を行う図書館（Ⅱ

期）において、学生、院生、教職員のイベント、プレゼンテーション等のための場として、多

目的スペースを整備することとしている。 

選定事業者は、当該多目的スペースにおいて、本施設を利用する学生、院生、教職員や、多

目的スペースで開催されるイベントや講演会等の参加者の利便性向上やコミュニケーションの

活性化を目的とした福利厚生のサービス提供にかかる付帯事業を実施するものとする。 

大学では、当該付帯事業において、民間事業者の創意工夫が活用されることで、多目的スペ

ースの魅力や快適性・利便性が高まり、もって、当該スペースの利活用の増進およびコミュニ

ケーションの活性化が図られることを期待している。 

 

２ 付帯事業の概要 

(1) 実施場所： 図書館（Ⅱ期）の多目的スペースの一部（選定事業者の提案による） 

(2) 対象面積： 選定事業者の提案による（ただし、多目的スペースの使用を大きく妨げな

い規模とする） 

(3) 営業時間：選定事業者の提案による（ただし、本施設の開館時間内に限る） 

 

３ 実施方法等 

（１）事業方式等 

付帯事業の事業方式は、選定事業者の独立採算事業とし、選定事業者の自らの責任により、

付帯事業の実施に必要な特殊内装・設備等の設置、その維持管理・運営、付帯事業終了時の原

状復旧（当該設備等の撤去等）を行い、これらに係るすべての費用（支出）並びに利用者から

受け取る料金等（収入）は、選定事業者の単独の支出・収入区分とする。 

選定事業者は、大学と付帯事業の実施に必要なスペース（以下、「福利厚生部分」という。）

についての利用許諾契約を締結し、付帯事業を実施するものとする。 

※費用には、付帯事業の実施に伴う光熱水費も含まれる。 

（２）事業内容等 

付帯事業の事業内容は、大学の業務や多目的スペースの本来の用途や目的、その運用に支障

がない範囲で事業者の提案によるものとし、「４．多目的スペースの利用イメージ」を踏まえ、

大学の学生、院生、教職員及びイベント時の参加者を主な対象とした福利厚生（軽飲食等）の

サービス提供であることが期待される。 

学外利用者も対象とした多目的スペースとは関連の小さい事業や、多目的スペースを大々的

に占有する使い方は認めない。 

また、付帯事業は大学図書館内で実施する事業となるため、火気の使用を伴うものは不可と

し（最低限の電気加熱等は可）、ねずみや虫、カビを防ぐ観点から本格的な厨房設備の設置や
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不快な臭気や煙が発生する飲食提供も不可とし、飲食物は個別包装での販売を原則とする。 

（３）事業期間等 

付帯事業の事業期間は、原則として、「東京大学（駒場Ⅰ）図書館（Ⅱ期）整備等事業」の

事業契約の終了時までとし、その間、事業内容は変更できないものとするが、図書館（Ⅱ期）

の供用開始後５年を経過した時点で、大学との協議及び大学の承諾を条件に、事業内容の変更

（社会経済情勢の変化等、真にやむを得ない場合の付帯事業の中途解除を含む。）を行うこと

ができるものとする。ただし、事業内容を変更する場合であっても、上記(2)の条件を満たし

ている必要がある。 

（４）負担金 

選定事業者は、大学に対し、福利厚生部分の利用にかかる負担金として、以下の金額を支払

うものとする。 

（建物の利用に該当する場合）負担金＝２８，６０８（円／年）×貸付面積（㎡） 

貸付面積は、付帯事業の実施のために選定事業者が占用する範囲とする（例：自動販売機や

コーヒーマシーン等の設置スペース等）。また、当該占用範囲に、選定事業者が行う軽飲食等

のサービスを提供する場合の客が利用できる範囲を含む場合、当該客が利用できる範囲は、貸

付面積から控除するものとする。この場合、当該客が利用できる範囲は、多目的スペースの開

館時間内においては、選定事業者が行う福利厚生のサービス提供にかかる営業時間以外も開放

するものとし、選定事業者が維持管理を行うものとする。 

 

４ 多目的スペースの利用イメージ 

現時点で、大学が想定している多目的スペースの利用の想定を以下に示す。 

■多目的スペースの設置目的 

駒場キャンパス内に、「大学と社会との接点」となる場を創出するために設置。 

国内のみならず国際社会が直面するアクチュアルな課題に、大学における学術活動が向き合う

場として、大学が運用を行うことを想定。 

駒場キャンパスが日々生み出す多様な学習・研究の成果を、学部生・大学院生・教員が学内

外、国内外に向けてオンライン送信を含むさまざまな形で発信。 

大学が目指す理念と基本方針となる「UTokyo Compass」に沿った図書館機能の強化の方策の一

環となるよう、図書館機能の一部として設置・運用。 

 

■多目的スペースの運用イメージ 

＜イベント時の運用イメージ＞ 

イベントや講演会・説明会等で利用。 



 

３３ 

 

具体的には、大学の研究成果を社会に還元できるような、学内外向けのサイエンスカフェ、ブ

ックトーク、ミニコンサート等のイベントや、プレゼンテーション等での利用を想定。対面と

オンラインのハイブリッドのイベントの開催を想定。 

半日～終日、多目的スペースを貸し切っての大規模なイベントから、多目的スペースの一角を

使った数時間程度の小規模なプレゼンテーションまで、大小様々なイベントを想定。 

イベント等も通常時と同様、駒場コミュニケーションプラザの中庭側からの出入りとし、図書

館側からの出入りは原則不可とする（図書館側にも出入口は設けておくが、緊急時の通行や将

来的な運用形態の変更を考慮したもので、平時及びイベント時とも施錠しておく想定。）。 

 

＜平時の運用イメージ＞ 

可動式の机・イスが置かれており、本施設の拡張スペースとして、読書や自習など図書館のラ

ウンジにふさわしい利用を想定。 

イベントに関連した展示を一定期間、行うことも想定。 

飲食は可とする想定（施設外から利用者が持ち込む、又は付帯事業による軽飲食サービスを受

けることを想定）。 

 

■多目的スペースの管理・運営方法 

多目的スペースは、駒場コミュニケーションプラザの中庭側に主要なエントランスを設置し、

イベント時、平時とも、駒場コミュニケーションプラザの中庭側から出入りを行う。（図書館

側から直接、多目的スペースに出入りすることや、貸出前の書籍を図書館から持ち込むこと

は、不可とする運用を想定。） 

多目的スペースの施錠管理は、大学が行う。 

 

 



 

３４ 

 

■多目的スペースの運用イメージと付帯事業の実施条件（概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・図書館とは直接、出入りできず、

セキュリティ区分も別。（※緊急時

等を想定し、出入口は設けておく

が、常時閉鎖） 

・貸出前の書籍の持ち込み不可。 

・イベント時、平時とも、コミュニケ

ーションプラザ中庭より出入り。 

・多目的スペース専用のトイレ、倉庫

あり。（大学が日常管理） 

図書館（Ⅰ期） 図書館（Ⅱ期） 

多目的スペース 
（200㎡程度） 

・図書館（Ⅰ期）と（Ⅱ期）は廊下等

で接続され、連続して利用可能。 

図書館ゲート内 

（貸出前の書籍が利用可能） 

図
書
館
事
務

室 

貸出・返却 
カウンター 

入退館ゲート 既存ラウンジ 

図書館出入
口 

コミュニケーションプラザ中庭 

・多目的スペースの施錠管理も、

大学で行う。 

・多目的スペース内でのイベント等

が、図書館側からも見えるよう、

両者の間仕切りを計画。 

・遮音性には配慮。 

図書館ゲート内 

（貸出前の書籍が利用可能） 

■付帯事業の実施条件（概要） 

・事業者は、多目的スペースの一角において、付帯事業を実施。 

・軽飲食等のサービス提供。 

・営業時間は、多目的スペースの開館時間内。 

・付帯事業の実施に必要な範囲についての利用許諾契約を締結

し、利用する。 

（自動販売機やコーヒーマシーン等の設置スペース、付帯事業

利用者のみ使用可能な客席スペース 等） 

・必要な特殊内装・什器備品を設置（終了後、撤去し現状復旧）。 

 

■多目的スペースの基本的運用イメージ 

・イベントや講演会・説明会等で利用（全面

の貸し切り～一部スペースでの小規模な

ものまで多様）。 

・平時は机・イスが置かれており、読書や自

習、展示などラウンジ的な利用。 

・多目的スペース内での飲食は可。 

・火気の使用、臭気や煙が発生する利用は

不可。 
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（参考資料１）事業スキーム 
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実施方針に関する問い合わせ先 

 

国立大学法人東京大学施設部施設企画課事業企画・地域連携チーム 

所在地：東京都文京区本郷７丁目３番１号 

電 話：(０３)５８４１-２２２５ 

メール：todai-pfi.adm@gs.mail.u-tokyo.ac.jp 

ＵＲＬ：http://www.u-tokyo.ac.jp/fac01/b07_03_j.html 

※ なお、本実施方針の内容に関して、電話及びＦＡＸによる直接の質問・意

見は受け付けない。 

 


